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小論では，価値・生産価格・資本の有機的構成の関連についての考察を行な
う。工で，価値・価格の諸概念を規定した後で， Eでは，マルクスの「転化」
論を概観し，マルクスの「生産価格」は置塩の主張する様に「転化価値」と考
えるべきことを確認する。そうした時に，マルクスが，価値・価格・資本の有
機的構成の関連に関して主張した諸命題がどうなるかをEにおいて， 2部門経
済， n部門経済で検討する。その際， 2部門経済では，価値・価格を規定して
いる要因が変化した時に，価値と価格の指雑の大きさがどう変化するかも分析
される。
＊小論は，神戸大学に内地留学中（’81.9-'82. 2）に作成されたものであり，置塩信雄
教授から有益な示唆を頂いた。ここに記して感謝します。
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概念規定
〔1) 価値・価値価格
A 1. n部門から成る経済を考え，固定資本及び結合生産の存在は捨象する。
A2.第 i商品ー単位生産するのに必要な第j商品の量及び直接労働量を
(ail• ai2，…ain，τi) 
とする。
A3.いずれの商品の生産にも直接労働は不可欠であるとする。
即ち， Vi,ri>O 
A4.すべての生産財部門は何らかの消費財部門に直接的・間接的投入径路を
もち，消費財部門はすべて賃金財部門であるとする。
第 i商品の価値 tiは，次式で決定される。
t=At十τ
、??
? ?（
但し
ベ：三］ t＝〔ti'.. , tn）’ で＝〔τl，…， Tn）’
B 1. x(I-A）二三Oを満たす正の生産ベクトル x＝〔X1,XJ…， xn〕が存在する
時，経済は純生産可能条件を満たすとし、う。
純生産可能条件が満たされている時， A3.が仮定されているので，価値は
必ず正値となる。価値は，第 i商品ー」単位生産するのに直接・間接に必要な労
働量を示しているから，価値の次元は，〔l)／〔i〕である。但し〔J〕は労働
量を測る単位を示し， 〔i〕は第 i商品を測る物量単位を示す。例えば，労働
量を時間で測ることにし，第 i商品を鉄としその物量単位にkr;をとれば，〔J〕／
〔i)は〔労働時間〕／〔kr;）を示すことになる O
第1商品を貸幣商品とし，貨幣商品ー単位につけられた価格呼称をOとする
と第i商品の価値価格 Pi（第 i商品の価値を貨幣表示した交換価値〉は
(1）純生産可能条件の詳しい議論は置塩〔6コ第2章第1節参照。
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Pi＝十。 (2) 
であるO 価値価格のベクトルPは
P= CP1, PrPn) ＝（θ，＋o, ・，＋.の
となる。
例えば，価格呼称を「貨幣商品ー単位＝ 1円」と選んだとすると，。の次元
は〔￥〕／〔1)になるから，第 i商品の次元は，
〔J〕／〔i) 〔￥〕〔￥〕
〔l)／〔1) 〔1〕－〔 i〕
である。こうして円表示の価値価格が得られることになる。
価値価格は，（却が示すように（1）で決定される価値通りで交換が行なわれた時
に成立する価格状態である。
〔2) 転化価値・生産価格
A5.賃金は前払いとし，労働者は単位労働当の賃金率却を支出して賃金財パ
スケット b=(b1,b2，…，bn）二三Oを受け取る。
資本制経済で自由競争の結果として成立するすべての部門に均等利潤率 fを
もたらす価格即ち生産価格戸は次式で決定される。
or 
（戸＝（山（めωτ〉
τv =bP* 
ρ＊＝(l+r)AP* 
｛旦し
ρ＊＝〔ρF，…， p~〕， A==A+r:b
(3~ 
(4) 
(3~或いは（4）式で，実質賃金率 b が与えられれば，均等利潤率 f と価格の相対比
pt:pt：…：月が決定されるわけである。
B 2. x(I-A）二三Oを満たす正の生産ベクトル Zが存在する時，経済は剰余条
件を満たすとし、う。
(2）剰余条件の詳しい議論は，置塩 ibid.第2章第2節参照。
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剰余価値率eは，
1-bt 
e＝一一一一一一一一一bt 
と定義されるが，剰余条件が満たされることと剰余価値率が正となることとは
同値であり，剰余条件は，（4）で r>O,P*>Oとなるための必要充分条件であ
る。以上の関係を示すと次の様になっている。
t>O付純生産可能条件
↑ 
e>O付剰余条件付 r,p*>O
これより r>O,P*>Oとなるためには， e>Oが必要充分条件であるという
マルクスの基本定理を得る。
さて生産価格の絶対水準を求めるためにはその基準を定めねばならないが，
その基準として，ある商品を貨幣商品とする，労働量とするの2つがある。第
一に，前と同様に第一商品を貨幣商品としそのー単位につけられる価格呼称を
0とすると貨幣表示の生産価格ηが得られる。
η＝〔万I,. • • 1Jn) = r 0 _p_竺o _Pl_e l 
L’Pf ” g ) (5) 
であり，価格呼称が円であれば〔￥〉／〔 i)の次元をもっ。
第二に，次式で示すように労働量表示した時の生産価格を「転化価値」と呼
ぶことにする。
（が＝（山At*
xt*=xt 但し t＊＝〔tr，…，t！）’ (6) 
転化価値行は〔l)／〔i)の次元をもっO
以上で，価値 t，価値価格P，生産価格 P，貨幣表示の生産価格り，転化
価値 t＊ の概念規定を終えた。これらの関連を次元の相違に注目してまとめる
と次のようになる。
(3）置塩 C7 ),Morishima C 4 ) etc.参照。
(4) 「転化価値」とし、う概念は置塩（7) （第4章〉によって与えられた。
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Aa 
一一＼主主｜｜ 〔l:vc i) 〔￥）／（ i :i 
価値の相対比 ｛面 値 t 
く価値通りの交換〉
価値価格 ρ
く利生潤（産相率両対均格比等〕p・ 化〉 転化価値円 生産価格 η
Il 価値・生産価格一マルクスの「転化」論一
〔1〕 マルクスの「転化」論
利潤のあくなき追求を目的とする資本家聞の競争は，各部門に均等利潤率を
成立せしめる価格状態を生みだす。利潤は，投下資本に対する報酬とし、う外観
を呈し，価格は全く価値と無関係であるかのように現象する。しかしマルク
スは，利潤が剰余価値の転化形態にすぎず，一見価値とは全く関連をもたない
ようにみえる価格が価値に規制されていることを論証しようとした。その論証
は『資本論』第3巻第1篇「剰余価値の利潤への転化と剰余価値率の利潤率へ
の転化」及び第2篇「利潤の平均利潤への転化」において展開されている。そ
の内容は周知の事であるが後論のためにその概要をみておこう。
剰余価値率eは，すべての部門で等しいとおかれる。価値通りの交換が行な
われるとすれば，各部門の利潤率的は
凡ノ・ ex・r・or; μ；＝モ芦v;-＝主:t-(i=l, 2, ・・・n) 
（但し， A；はAの第 i行を示す〉 (7) 
であるO 第t部門の資本の有機的構成をんで表わすと
「－：. X・A-t ；＝~＝云品子 (i=l,2・ ・n) （但し， A；はAの第 i行を示す〉 (8) 
となるから部門利潤率は，
μi＝壬k; (i＝以
と表わせる。各部門の資本の有機的構成が等しくない時には部門利潤率は不均
等になる。そこでマルクスは次の様に平均利潤率 μ を求めて，価値から「生
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産価格」 t＇ への転化を処理する。
三二Mi ex-rbt 
μ= LJ(Ci十V;)＝ヲAt (9) 
と計算し， 「生産価格」を
t1 =(1十μ）At (10) 
と求める。要するにマルクスは各部門の投下資本が総投下資本に占める割合に
等しくなるように総剰余価値を各部門に再配分することで価値から「生産価
格」を導いたことになる。こうしたマルクスの方法によれば，次の諸命題が成
立することになる。
命題1；総剰余価値＝総利潤
総利潤は μxAtであるが，平均利潤率の定義式（9）より直ちに μxAt=ex-rbt
を得る。この命題よりある資本家の得る利潤がその部門で生産された剰余価値
よりも大きければ必ず少なくとも他のー資本家の得る利潤はその部門で生産さ
れた剰余価値よりも小さいことがわかるO 叉，利潤は剰余価値の転化形態にす
ぎず，剰余価値が利潤の源泉であることになる。
命題2；総価値＝総「生産価格」
(9）側より
xtI=xAt十μxAt
=xAt十exτbt
=xAt+x〔1-A)t=xt.
となる。即ち，あるー商品の価値が「生産価格」よりも大きければ，必ず少な
くとも他のー商品の価値は「生産価格」よりも小さし、。或いは， 「生産価格」
の価値からの布離を総計すれば必ずゼロになる。
命題3；社会的平均構成よりも資本の有機的構成の高い（等しい，低し、〉部
門の商品の「生産価格」は価値より大きい（等しい，小さし、〉。
社会的平均構成hは
(5) マルクスが『資本論』で与えた生産価格という意味で， I.の生産価格と区別して
カッコをつけて表わすことにする。
k＝~ιし一三企~Vi -xτbt 
であるから，（9）側より第i商品の「生産価格」は，
t~ ＝ ll＋~lλ·t 
t ¥ l+k J 
となる。他方第i商品の価値は，（1), (8）より，
t・=I 1＋一一三一lλ・t¥ 1＋ん／
である。（四）ωより，
tli らー _ eQ;:_F:;_k）ー 与 i在，t
をうる。従ってん言hの時， t＼三喜tiとなるO
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(13) 
江品
以上の諸命題が示す様に，利潤は剰余価値の転化形態であり，一見価値と無
関係に成立しているようにみえる価格は実は価値に規制されているとマルクス
は主張する訳である。マルクスは， 『資本論』では五部門の数値例でこのこと
を論じたが，マルクスの前提・方法を認める限りにおいて，マルクスの諸命題
は一般的にn部門でも妥当することを確認した。
〔2) マルクスの転化手続の「誤り」の修正
マルクスは，生産価格を求めるのにωを用いている。資本を価値で評価して
いる。しかし，資本家は自らの投下した資本を基礎にして利潤をより大ならし
める様に行動するのであるが，その際の利潤計算は，資本を価値で評価して行
なわれるのではなく価格で評価して行なわれる。この点で、マルクスの生産価格
の計算方法は誤っていた。マルクスは，価値→平均利潤率→「生産価格」の順
に求めていったので、あるが，利潤率は価格から独立に計算できるものではな
い。利潤率と生産価格は同時に決定されるのである。こうして，「費用価格〈本
来的には費用価値と呼ばれるべきもの〉の生産価格化」の論点を考慮に入れる
時，競争の結果として成立する生産価格体系は，（3~ または（4）で、与えられると考
えねばならない。
ところで，上述した様にマルクスは平均利潤率を
-279ー
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μ＝ z〔I一二A)t
xAt 
と計算し， 「生産価格」を
(9) 
t1=(l+μ)At Go) 
と求め，ここで計算を止めてしまっている。だが，この転化手続を続行してい
くと（6）で定義される転化価値に収束することが置塩によって証明された。即
ち，価値で計算された平均利潤率（9）を第0次の平均利潤率とし，この平均利
(6）置塩 ibid.第4章。同様の試みは， A. Shaikh 〔8）によって行なわれている。
Shaikhは Bartkiewiczの数値例を用いて， この収束過程を示している。（p.132) 
〔この Shaikhの論文には，数学付録があるが，前掲書には収録されていないので，
本文の範囲内に論評を加える。） Shaikhは，我々が価値価格と呼んだものを「直接価
値（directprice）」（p.106）と呼び，転化は「価値の形態における転化に関する問題
である。即ち，直接的価値の（直接価格〉表現から，より複雑な（生産価格〉表現へ
の転化なのである。」（p.126）と把える。そして，金が貨幣商品であり，金4分の 1
オンスの価値＝ 2分1労働時間， 1ポンドニ金4分の 1オンスと定め価格表現する。
その上で， 3部門の表で収束過程を示している。 Shaikhの転化手続を我々の記号を
用いて一般的にn部門で表わせば次のようになる。r刊 ρμsニ x(I-A)ps 
xAps 
Po=P 
このプロセスにより η＝（l+r)Aηに収束することは証明できる。第一，二式より
zη＝・・・ニxPs+i=xPs＝・＝xρ。＝xP
が成立（貨幣価格の総額は不変〉する。（p.131) 
Shaikhの議論の問題点は，貨幣商品の取扱いにある。闘で第一商品が金であると
考えれば，貨幣商品であろうと商品である限り，このプロセスで評価修正を受ける。
Shaikhは転化のプロセスを，「与えられた諸商品の量に対して貨幣価格の総額を不変
のままにしておくような調整過程」と把えている。 ところが zη＝xpは t[• xt苦ニ
ti• xtと書きかえられるが，転化のプロセスで不変なのは生産過程で確定しているz
を生産するのに要した直接・間接の労働量なのだから（即ち d ニxt*)ti=tfでない
限り， zり＝xρ は成立しない。 ti ニt~ となるか否かは，貨幣商品の資本の有機的構
成に依存するのであって， xt=xt＊のように常に成立するとは考えられない。マルク
スの転化の理解として， Shaikhは誤りを犯しているように思われる。
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潤率を基礎にして計算された「生産価格」を第1次生産価格とする。この第1次
生産価格で費用価格（費用価値〉を生産価格化して各部門の利潤率を求めると，
e 
X:A:t1 
ームよ了＋1
ルjZ;bt 
(i=l,2，…，n) 
となるが，第1次生産価格で評価した各部門の資本の有機的構成が均等でない
限り，部門利潤率は均等にはならなし、。そこで，第1次生産価格で評価した利
潤総計を資本総計で割って，第1次平均利潤率を計算し，第2次生産価格を求
める。以下同様にして転化手続を続行していくと一般に第s+l次生産価格，
第s次平均利潤率は，
t … µ~ : x〔I-A〕ts
xAt5 tl5) 
となる。
回より xt5+l =xt5＝…＝xt0=xt 。
となることは直ちにわかる。
仮定のA3. A4. より λは分解不能かつ primitiv~＞で、あるから，闘で s→∞
の時， tsへんは
- z . l 
t=xt・一一． μ本＝一ーミ一一1
xz ・ ・ .:l(A) 
(r切
に収束する。但し， .:l(A）は A の Frobenius根でzはそれに属す固有ベクト
ルで
? ??
?
?
、??
?
??、 ?
?
、?
? ?
?
??
＝?、??〜??
???
(18) 
(7）置塩の証明では， A がprimitiveであることは明示されていないが，任意の商品
の生産に直接労働が不可欠と想定されているので， Aがprimitiveであることが仮
定されていることになる。
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(1十川流＝ーと．ゴ~＝xt ・4. A(A） 以以
が成立し，舗を考慮すれば結局
{t=( ) 
xt=xt tl 功
となる。 tl9）は， t,μ＊ が（6）で、定義された転化価値，均等利潤率に他ならないこ
とを示している。
マルクスの転化手続を続行していくと転化価値に収束することを示した置塩
は，総計二命題について次の様に結論している。
側より直ちにわかるように，転化のプロセスで，価値総計は常に転化価値総
計（マルクスの「生産価格」総計〉に等しい。
剰余価値総計は，利潤総計（転化価値で評価〉に一般には等しくなし、。しか
し利潤総計は，剰余生産物を転化価値で評価したものに等しく，利潤の源泉
が剰余労働の搾取にあるとし、う事実はゆるがない。
以上で，マルクスの転化手続の「誤り」を修正した場合，マルクスの「生産
(8) 白）の転化手続で価値が生産価格（転化価値で評価）に収束することは示せるがこの
収束の証明で、本質的な役割を果たすのは Aの構造である。 tOを ttことらなくてもが
として任意の正ベクトルを取れば，（19）への収束は言える。このことから，この証明で
は価値から価格への転化を証明したことにはならないとし転化問題不在説を主張す
るのが，塩沢（9 ),M. Lippi 〔2)p. 69である。
(9) 高須賀は，転化手続白）を導くのは「競争の作用であるとすれば，競争転化論の新し
い定式化であるといってもよいかもしれなしづ （高須賀〔10)p.187）と述べている。
しかし生産ベクトルzが変わっていないことからもわかる様に，転化手続は競争過
程を表わしているのではなく， zを生産するのに直接間接に必要とされる総労働量
が，利潤率均等を成立させるように各商品を評価（労働量で〉するためには各部門に
どのように配分されなければならないかを示す，評価修正の過程を示していると考え
られる。
帥剰余価値総計と（転化価値で評価した〉利潤総計が等しくなるためには μとP
が一致しなければなららい。 μ＝fl＊ となるための条件として，付）すべての部門で資
本の有機的構成が等しい。（ロ）現実体系と標準体系が等しい（i.e. xが瓦の左からの
固有ベクルになる〉等が知られている。
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価格」は転化価値と考えられること，及び，マルクスの命題l, 2は一般には
両立し得ないことを置塩の研究を踏まえて確認した。
皿 価値・生産価格・資本の有機的構成
マルクスの命題3は，価値と「生産価格」の大小関係，つまり「生産価格」
の価値からの帯離が，資本の有機的構成の在り方に規定されることを主張して
いるo E節でみたようにマルクスの「生産価格」の規定は誤っており，マルク
スの精神を生かして転化を進めていくとマルクスの「生産価格」は転化価値に
なる。とすると，命題3の正否は次のような点に注意しつつ検討していかねば
ならないと思われる。
資本制経済では，生産価格は貨幣表示されたマの価格形態をとって現われて
いるO でも，価値と生産価格の帯離を考察する際に，価値 tと生産価格りを直
接比較することはできなし、。何故なら， I節で、述べたように， tとりの次元は
異なっているからであるO りと直接に比較可能なのは，価値価格ρであり， t 
と直接に比較可能なのは，転化価値げである。ところで，価値価格は価値を
貨幣表示しただけのものだから，価値価格の相対比 P1=h：…：九は，価値の
相対比 ti:t2：…：らに等しし、。他方，転化価値代生産価格 ηは，生産価格
P をそれぞれ労働量表示，貨幣表示したものであるから，それらの相対比は
げ：ρf：…：バに等しし、。このことは，それらの定義から当然、のことである。従
って「価値と価格の関連」という時，間われるべき本質的問題は，価値の相対
比と生産価格の相対比との聞にし、かなる内的関連があるかであるO
まずはじめに，ここで資本の有機的構成がすべての部門で等しい時には，価
値の相対比と生産価格の相対比が等しくなることを確認しておこう。
資本の有機的構成がすべての部門で等しいということは，
??
?
?
?
?
?
?
??
???
。
仕1) G. Abraham-Frois=E. Berrebi〔1〕.p. 220. D. M. Nuti〔5).p. 92. 
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Aτ＝（α＋b-r}r, （α十bτ はスカラー〉 ω 
が成立し， P は，（4）式より A の右からの固有ベクトルだから， ρ＊とでの
相対比は等しくなる。
他方（1), (20）より
作〔山一1-r ＝~'Z" (2) 
となり， tとτの相対比は等しくなる。従って，価値 tと生産価格 f の相対
比が等しくなるO それ故，価値と転化価値，及び価値価格と生産価格ηは一致
することになる。
しかし，資本制経済では，資本の有機的構成が各部門で不均等なのが常態で
あり，その場合に価値の相対比と生産価格の相対比が異なり， 「価値と価格の
帯離」がおこる。その結果として，価格が価値と，利潤が剰余価値と全く無関
係の様に現象するのであるが，価値の総計が転化価値の総計と一致し，転化価
値で
し，利潤が剰余労働の搾取にもとづくもので、あることを確認したO そこで、，本
節では，価値と価格の帯離の大きさを規定しているものを明らかにし，その規
定因が変化した時に帯離の大きさがどう変化するかを分析するという形で，マ
ルクスの命題3を検討しよう。
〔1) 二部門経済での価値・生産価格・資本の有機的構成
価値は生産技術 （A，τ〉に規定され，生産価格戸は生産技術と実質賃金率に
規定されている O それ故，生産技術の在り方と実質賃金率の水準によって価値
と生産価格の関連が表現される。マルクスは，生産技術の在り方のー表現であ
る資本の有機的構成を用いて価値と生産価格の義離を示そうとした訳である。
ここでは，生産財部門〈第一部門〉と消費財部門（第二部門〉から成る二部
門経済を考えて価値と生産価格の関係，資本の有機的構成との関連を図を用い
ながら明らかにしていこう。貨幣商品は生産財であるとし，単位当の価格呼称
を0とする。
価値は，
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（円山l
t2 =a2t1 +r2 
(23) 
で決まり，
t一 τl 手＿ a2τI 1 -1-1三石’＜－2-1工五~Iι2 。母
であるO 1一向＞O（純生産可能条件〉が満たされれば， t1>0,t3>Qである0
(24）より，価値の相対比は，
t3 a2r1 + (l-a1）τ2 
t lτl 
となる。二部門の場合，資本の有機的構成は
k,=Si_－~ (i=l,2) Viー τ；X;bt2
と表わせるから
同の時間（但し，いで）
となる。んを用いて， ωを書き換えると，
子＝三十｛τふーん十1}
となるから，
kl議（i.e権 ωの時，号室う十
が成立するO 生産価格は，
（ρ？引ω 件 r1bρす
ρt=Cl+r)Cα2ρf十τ2bρf〉
で決まる。均等利潤率 r>Oなるためには，
~ .I、発1-a， ρ。 a?.
二一－＇－－＞ニ主一＞一ー ムー
τib P1 1ー τ2b
(25) 
。
思~
(28) 
(29) 
でなければならないが，この不等式は正の利潤が存在するためには剰余条件が
(12) 
満たされなければならないことを示している。
t2ft1, PUP~，んの関連については，次式が成立する。
（ロ） 不等式が成立するためには， (1-a1)(l -r2b )-a2t1bニ(1-a1)(l -bt2) >Oでなけれ
] -bt2 
ばならない。 1ー のOだから l-bt2>0, i. e. eニヲピ＞Oである。
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恰 k2(i.e. k1動〉の時う十童三子 。
ω，ωをまとめれば，
klと丸 （i.e.k1と丸〉の時
よ二竺！＿＞三~＞_pJ_ι＞~
rib t1 = Pf 1-rzb 
k2>k1 (i.e. k2>k1）の時
。
1 ~ ，／、＊手月
一士二竺！＿＞~＞二~＞一一三と一一
τ1b Pt t1 l-r2b 
となるO この関係を図示すると， Fig.1-a,bのようになる。
転化価値 t*=(t~，tt)生産ベクトル X=(x1,X2）が与えられていれば，
tfx1十ttx2=t1X1十t3X2
t*-1之戸
2 - N・ i 
で決定されるから， Fig.2-a. bのように描くことができるO 勿論， Fig.1-
a (Fig. 1-b）の価値価格ベクトルPと Fig.2-a (Fig. 2-b ）の価値ベ
クトルの方向は等しく， Fig.1-a (Fig. 1-b）の生産価格ベクトルと Fig.2 
-a (Fig. 2-b ）の転化価値ベクトル刊の方向は等しし、。
Fig. 1は，貨幣表示した時の価値と生産価格の関係，即ち，価値価格Pと貨
幣表示の生産価格ηの関係を表わしているのに対し， Fig.2は，労働時間表示
消費財｛酎告
B 
k1>k2のケース
hトーーー・ー 十ーーーー 一ー一£
Fig.1-a 
A 
生産財価絡
ω置塩〔7)第l章参照。
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A 
。
消費財価値
B 
Fig.2-a 
x 
D 
c 
x 
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の価値と生産価格の関係，即ち，価値 tと転化価値 t＊ の関係を表わしてい
る。直線 OA,OCの傾きは，消費財部門が利潤ゼロとなる生産価格の相対比
( 3~） を示し，消費財部門で利潤が正となるためには生産価格の相対比l-r2b 
は，これよりも大きくなければならなし、。また，直線 OB, ODの傾きは，生
( 1-ai ＼ー産財部門が利潤ゼロとなる生産価格の相対比ト一一）を示し，生産財部門で＼ τlb J 
利潤が正となるためには生産価格の相対比はこれよりも小さくなければならな
い。つまり，二直線で固まれる領域AOB,CODは利潤存在領域を表わしてお
り，両部門で利潤が正となるためには価格ベクトルはこの領域内になければな
らない。
制）及び Fig.l, 2により明らかになったことをまとめると，
イ〉利潤が存在するためには，剰余条件が満たされなければならないが，この
ことは生産価格ベクトルがある領域内になければならないことを意味する。
ロ〉生産財部門の資本の有機的構成が消費財部門の資本の有機的構成よりも大
きい（小さしうならば，価値の相対比 （tzlt1）は，生産価格の相対比〈げ／
ρナ〉より大きく（小さく〉なる。そしてその時，消費財の価値価格は，貨幣
表示の生産価格より大きく（小さく〉なり，生産財の転化価値は価値より大
きく（小さく〉，消費財の転化価値は価値より小さく〈大きく〉なる。
と結論することができる。マルクスの「生産価格」を転化価値と読みかえれ
ば，二部門経済の場合にマルクスの命題3は妥当することになる。
以上のように，価値と生産価格の大小関係は，生産技術と実質賃金率に規定
されている資本の有機的構成の大小関係によって表現することができるO 生産
技術と実質賃金率が与えられれば，価値と生産価格の詑離の大きさも決定され
ることになるO それ故，生産技術と実質賃金率が変化すれば，価値と生産価格
の主離の大きさも変化し，同時に資本の有機的構成も変化する。
そこで，まず第一に，実質賃金率の変化が価値と生産価格の主離の大きさの
変化と資本の有機的構成の変化に及ぼす効果について検討しよう。
ι司島
ff==qとおくとω式より
1ザー－－ az十τ2bq
Pt -'1- a1＋τlbq 
を得る。これを実質賃金率bで徴分すると，
一－ d（ば／げ〉＝kl三kzの時
l ’ db 
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(32) 
(3) 
とし、う結果を得る。資本の有機的構成は，実質賃金率が変化する時それと共に
変化するが，実質賃金率が．変化する前に kl妻んの関係が成立していれば，実
質賃金率の変化後もその関係は保持される。それ故，生産財部門の資本の有機
的構成が消費財部門の資本の有機的構成よりも大きいく小さしう時には実質賃
金率が上昇すると，げかずは上昇（下落〉し，実質賃金率が下落するとげ／げ
は下落（上昇）することになる。他方， ω式よりわかる様に価値は実質賃金率
の水準に依存しないから，実質質金率が変化しでも変わらない。
ベクトルρとηのなす角，同じ様にベクトル tと t＊ のなす角（Fig.l, 2) 
は， t2ft1とばかずの差（価値と生産価格の講離の大きさ〉を示している。従
って，今までの事から次のように言うことができる。即ち，実質賃金率が上昇
（下落〉する時，価値と生産価格の主離は小さく（大きく〉なる。それ故，実
質賃金率が上昇（下落〉する時，生産価格りと価値価格Pの事離及び転化価値
Fig. 3 
。
k1>k2のケース
ん1＞わのケー ス，時（こ〉〉は実質賃金率が上昇（下落〉
する時の変化の方向を示す。
凶置塩〔7)第1章参照。
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t＊ と価値 tの主離は小さく（大きく〉なるO 例えばk1＞んのケースで実質賃金
率が変化する時のPとηの草離の変化を示せば， Fig.3のようになる。 Fig.3 
に示されている様に，実質賃金率が上昇（下落〉する時，利潤存在領域は領域
OABから OA'B’（OA"Bつに狭まる〈広がる〉。〈・．・（31)
第二に，生産技術の変化が価値と生産価格の語離の大きさの変化に及ぼす効
果を以下の2つのケースについて検討しよう。
a. 生産財部門で労働節約的技術変化（α1,az，τ2は不変で， τlが減少すると
想定〉がおこるケースO
価値の相対比，生産価格の相対比は •1 が減少する時，（25), (32）より，
元（す）＝一号（印 (34) 
d ( P't¥ -b 2 (-)- q く0 (35) 
dτ・I¥pt j 2r1bq＋αlー τ2b (ls) 
となるから，共に上昇し同方向に変化する。だから，これだけでは詑離の大き
さがどうなるかは確定しえず， τl；が減少する時のら／t1,PNげの上昇の程度
が問題になってくるO そこで，技術変化前に k1＞ん（i.e.k1＞ん〉であるとすれ
ば， ωより
tz ~ Pず
t1 ／ ρ？ 
が成立している。今この差をDで表わすことにすると，
1ザ τ2 kz-k1 -D＝二~－τァ＝一一一~｛（k1 十bq）τ，－ 1}
I P"f τl kl十bq 1 1 
である。これを T1 で微分し整理すると，
。
一－ dD 
k1＞んの時て「一くO 納. aτI (l6) 
とし、う結果を得る。即ち， τlが減少する時，ヨE離が大きくなるO 資本の有機
ωωより吻2+(a1一向－az=Oだから川内lー が吻＋子＞O。故に闘
が成立。
dD r2 「 α2b(k2-k1) 一一 - I 
d子了二 r12(k1十bq)2l 2r1句十a1一ψ 十k1（んl十句）{(k1十bq}r1-l}J 
2r1bq十a1-r2b>O，及び （k1+bq)'r:i-lくoc-：倒〉だからん＞k2の時〔〉の中は
dD 負となり，~く0。
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的構成については，
dk1 く0 (38) 
dr:1 - b（α2τl十円ーτza1)2
dk2 向（l-a1)
z >O 側dr:1 - b（α2<1 ＋τ2-r2α1) 
となるから， <1 が減少する時，生産財部門の資本の有機的構成は高くなり，
消費財部門の資本の有機的構成は低くなるO τlが減少すると，技術変化前の資
本の有機的構成の大小の関係。1>k2）が維持されるだけでなくその差は大き
くなっていく。
従って技術変化前に生産財部門の資本の有機的構成が消費財部門の資本の有
機的構成よりも大きい場合には，生産財部門で労働節約的技術変化がおこると
価値と生産価格の講離は大きくなると言い得る。
技術変化前に k2>k1(i.e. kz>k1）であれば（30）より
pt ~ tz 
Pt .- t1 
が成立している。だが，側，（39）より τlが減少する時， klは高くなりムは低
くなるから両部門の有機的構成が逆転する可能性もあって，価値と生産価格の
事離の大きさがどう変化するかについて一義的なことは言えなし、。しかし，
tzlt1とげ／対の大小関係は klとιの大小関係に依存して決まり，ん＞k1
である限り上の不等式が成立し， k1＝んの時にら／t1 とげ／討が一致するこ
~－~ 
Fig. 4 
? 、 「
??
」
? ?
??
? ? ?
． ，
??
? 」
?
』
． ? ? ???
??
??
????????
? ?
?． ， ?
。 τ1 
トー－k,>k2 L：『 k,>k I一一一一
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とを考慮すれば，少なくとも次のように言えるだろう 0 'Z1が減少しでも， k2>
klの関係が維持される場合（Fig.4の τ！から τiへの変化〉，或いは，資本の
有機的構成の大小関係が逆転してもそれがもたらす誰離の大きさが技術変化前
の菰離の大きさ以内にとどまる場合（Fig.4の dから寸への変化〉には価
値と生産価格の誰離は小さくなるであろうしまた， τlの減少の程度が大きい
場合に Fig.4の τiから τiへの変化〉には，技術変化前の草離を上回り，価
値と生産価格の帯離は大きくなるであろう。
b.消費財部門で労働節約的技術変化（a1, 'Z'1, a3は不変で， 'Z2が減少する
と想定〉がおこるケースO
価値の相対比，生産価格の相対比は， 'Z3が減少する時，紛，（32）より
元（す）＝ぞ~＞O 側
d ( p:¥ dq （一一j一一一一 >O (41) di-2 ¥ pt ) -di-2 - 2τibq+a1ー τ2b
となるから共に低下する。これだけでは， ;flt離の大きさがどう変化するかを確
定しえない。前のケースと同様に， τ2の減少のもたらすら／ti,NI月の低下
の程度の問題となる。
技術変化前にん＞k1(i.e. k2>k1）であるとする。
+ -I、＊
D＝号ーすくO
となっている。 Dをわで微分すると，
ー－ dD 
k2>k1 の時で「一＞O (42) 
ー ιιτ2 (1呼
となる。 ωとなることは， 'ZJが減少する時に帯離が大きくなっていくことを意
味する。
引が減少する時，資本の有機的構成は，
dkl －α1Cl-a1) 一ー ム一 一一くOdi-2 - b（α2-r1 +-r2-a1-r2)2 (43) 
dD 1 「一一 - r2b2q(k2-k1) I 
(17) ~一＝ートk1 （ん1+bq){(k1 －ト bq） τ1-11+ ':t I 
dr2 r1 (k1 +bq)2 l 2ribq＋α：－r2h J 
dD 注仰と同じ理由で k3>k1の時〔〉の中は正となり， ：. ~＞Oo 
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dk2 Gげ1{(a2•1＋τ2-a1τ2）十円（l-a1)}く0 (4) 
d'l'2一 τ；b(a2τ1+•2-a ， τ2) 2 
となるから，資本の有機的構成は共に上昇することになる。しかし，消費財部
門の資本の有機的構成の上昇の程度の方が，生産財部門のそれよりも大きく，
技術変化前の両者の大小関係 （kz>ki)は維持される。それ故，上の結果から，
技術変化前に消費財部門の資本の有機的構成が生産財部門のそれよりも大きい
場合，消費財部門で労働節約的技術変化がおこると価値と生産価格の帯離はよ
り大きくなると結論できる。
技術変化前に k，＞んである場合には，技術変化の程度によってはこの関係
が逆転する可能性が生じるが，前のケースと同じ様に考えると次の様に言いう
るだろう 0 'l'2が減少しでも k，＞んの関係が維持される場合，或いは，資本の
有機的構成の大小関係が逆転しても訴離の大きさが技術変化の前の帯離の大き
さにとどまる場合には，価値と生産価格の~離は小さくなるであろうし，技術
変化が急激で n の減少の程度が大きい場合には，価値と生産価格の帯離は大
きくなるであろう。（Fig.4で横軸をむと読みかえればよし、。但し，その時，
k，と丸の大小関係が逆になることに注意。〉
以上の2つのケースの検討を通じて明らかになったことをまとめると，
イ〉技術変化前に資本の有機的構成の高い部門で労働節約的技術変化がおこる
と，価値と生産価格の布離の大きさは大きくなる。
ロ〉技術変化前に資本の有機的構成の低い部門で労働節約的技術変化がおこる
時に価値と生産価格の恭離の大きさがどう変化するかは，技術変化の程度に
dk2 dk1 azri{a2r1+2r2(l-a1)}+a r22(1-a1) 
。助制，（4)より Ch;-Ch;ニ－ r22b(a2r1十円－a1r2）珪 くO
dki dki 一一一く~くOodτ2 dr2 
これより， nが減少する時，んの上
昇の程度が k1の上昇の程度をこえるこ
とがわかる。 r2とんじんの関係を図示
すると次の通りである。 - i 
a2 ~1 ’ 
1-a 1 : 
a2 
k2>k1 
τ了！＇1
k1>k2 
τ2 
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依存し，小さくなることも大きくなることもある。
(19) 
と結論することができる。
さらに，利潤率，剰余価値率について付言しておけば，いずれのケースにお
いても，利潤率，剰余価値率の双方とも上昇することは直ちにわかる。
〔2) n部門経済での価値・生産価格・資本の有機的構成
2部門経済ではマルクスの「生産価格」を転化価値と読みかえればマルクス
の命題3が基本的に成立すること，及び，価値と生産価格の帯離の大きさを規
定している要因が変化する時，~離の大きさがどう変化するかを検討した。
〔1〕での分析がn部門で成立するか否かについて，未だ完全な結論は得られ
ていなし、。しかし部門をnにふやしても，生産財が1個であれば，マルクス
の命題3が成立することを示せる。
第1財が生産財で，第2～n財が消費財， （審修財を含むと考えてもよしう
であるとする。
価値は，
（円山l
ti=ait1十ri (i=2,3，…n) 
で決まる。転化価値は
(45) 
n 
ti*= (1・トr)(a1tt ＋τI~ bjt~） 
t~ ＝（l 十r)(a/f 十円~bjt}) (46) 
???
??
? ??
??
側資本家的な新技術の導入基準は，現行価格で評価して費用を低下させるか否かであ
る。費用を低下させる新技術は必ずしも TJ,T2を減 τ1 
少させるとは言えない。しかしでI,T2を低下させ
る新技術は必ず費用を低下させる。生産財部門でこ ti 
の事情を図で示すと次のようになる。
斜線部分が費用を低下させる新技術の集合を示
す，！＂Jを減少させる新技術は太い実線で示される。
それ故，ケー ス， a, bでは費用低下的新技術の特
殊なケースを考察しているとし、う意味で限定的なも
のと言わざるを得なし、。
a I 
a I 1 1 
l+r 
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で決まるO 各部門の資本の有機的構成，社会的平均構成は，
k _ a;t1X; 弘司
t一τ；X;°2:ib;t;
k= 2Ja;t1Xi 
2Jrixi・2Jb;t; (48) 
となる。問題は， ωで決まるらと仰で決まる t-iの大小関係とんと hの大
小関係の関連である。
手持
qi＝－＃ーとおくと，（46）より，
+*-(a；＋τ；2Jbiq;) 2Jtixi 
吋－ 2Ja；巧十三1τ1xi2Jb;q;
ω 
を得るo ti とこの t~ との差を計算していくと最終的に次の様になる。
-t*-_B_~（ k ¥ i i - T1 2Jb;qj 〔ヲ~＋1)(1-a1 ーτ12Jb;q;)(k-k;) 
(50）で， hー ん以外の項はすべて正だから，
h主主丸 の時， ti三三t~
(49) 
(50) 
(51) 
が結論される。即ち，社会的平均構成よりも資本の有機的構成の高い（低しつ
部門の転化価値は，価値よりも大きく（小さく〉なるo
次に，価値価格と貨幣表示の生産価格の関係についてみよう。
第 i商品を貨幣商品とし，貨幣商品ー単位につけられた価格呼称を θとす
るO 価値価格と生産価格を働側より計算すると，
τI (k;-k1）十2Jb;t;+l
~ 0 
τI (ki一k.）τ2Jb;t;
J・ -
P；＝二←8＝二ナ・
"i ι 
(52) 
k; tt τ；bjt j 
j一一一一－－－－＝－－－.：ー 十1
l ti 2Jb;t1 
k tt 2Jb;t; 日一一一一~十1
i ti 2Jb;t1 
t号－ Tj 
ザ；＝ヲデv＝ヲ7 (53) 
位。 ωを帥，側を用いて変形すると
ki ''2ht1 
一一一一一」子一十l
よ」b1q1
ti帯＝Ti(k2JbJtJ+l) ~ k 2Jb1t1 
一一一一一」子一＋1ムb1q1
を得るが，闘を用いて変形していくと側を得る。
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となるが，この差を計算すれば，
~bjt· .発ρjー ηj＝羽bみ（τl~bjtj 十a1庁－ tわくわ－ k;)
を得る。倒，側より，
(54) 
ん三雲kj の時 Pi妻ηj (5) 
が結論される。即ち，貨幣商品の資本の有機的構成よりも資本の有機的構成の
高い〈低しつ商品の生産価格は，価値価格よりも大きく〈小さく〉なる。
さて， 2部門の場合には，価値と生産価格の指離の大きさは，価値の相対比
と生産価格の相対比の差が価値ベクトルと生産価格ベクトルのなす角を示すた
めに帯離の大きさを見ることは容易であった。一般にn部門で価値と生産価格
の布離を示すには，このベクトルのなす角で、読離を示すという考えを取るなら
ば，
OSαーくt,t*)
u ー ilt・ lt*l 
で決まる αが価値と生産価格の帯離を示す indexとして選ばれることになろ
う。
しかし，生産財が一つである上の場合には，生産財と消費財のバスケット
〔X2，…ら〕に分けて考えれば， この両者の価値と価格の布離について語るこ
とができる。
消費財のバスケットの価値を Tc，転化価値を T~ で表わすことにすると，
n n 
Tc＝~ 引ti, n＝~ Xl~ (56) 
である。このパスケットを生産する部門を仮想的に考えるとこの部門の資本
の有機的構成 （Kcで示す〉は，
Kc ? ?
???
?
????
?
?????
?
?
?
＝
となるカミら，
k，雲Kc の時， k，雲Kc 側
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但し Kc＝三竿L
,> iτt 
となる。その時，
Tc T~ ゑjτ；Xi
一一一一一一ー 一日 (Kc-k1)C (k1十.2:hqj）τ1-1) 側
ti tt一τ1Ck1十三Jbjqj)
となるから，（46），側より
T T持
kl言Kc の時三ナ言下L 仰
が結論される。即ち，生産財部門の資本の有機的構成が消費財バスケット部門
の資本の有機的構成よりも大きい〈小さしつ時には，価値の相対比は価格の相
対比よりも大きいく小さい〉。叉，こう考えた時，側より，
kl主Kc の時， ti三tr, Tc妻T~
ぷ成立する。即ち，生産財部門の資本の有機的構成が消費財パスケット部門の
資本の有機的構成よりも大きい〈小さしつ時には，生産財の価値は，転化価値よ
り小さく〈大きく〉，消費財バスケットの価値は転化価値より大きい〈小さい〉。
ここで，実質賃金率の上昇〈低下〉を，
bO ＝ 〔bg ， …， b~〕く（＞)bl ＝〔bi ， …， b~〕
で考えることにすれば，実質賃金率が上昇（低下〉する時，価値と価格の帯離
〔T＝〔t1, Tc) と T＊＝ 〔t~ ， Tむのなす角 i.e. (58）の絶対値，は小さく（大き
ω 
く〉なると言うことができる。
W 結 ??
価値と価格の関連という時，その本質的問題は，それぞれの相対比の内的関
連を把えることにあるO それを把える方法として，第一は，ある商品を貨幣商
品に選んで，それで表わされた交換価値で比較する方法 （i.e.価値価格と貨
幣表示の生産価格の比較〉であり，第二は，価値と転化価値を比較する方法で
IT店 Tc*I 一一帥附(58）より， ITiー可哀J=r2J<iXi ・ IKc－~11 で ~'l"iXi, Kc, k1はbに依存せず，
fの変化で帯離の変化は決まる。附より一二一＝il(A),AO=A十rbO,AlニA+rbtと
l+r 
する時 AoミAiならば l(AO）ミさえ（AI)0i. e. rO三rlとなる。それ故， 本文の結論が
成立。
『?? ??
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ある。
2部門経済で考える限りにおいては両者に差はでてこなし、。何故なら生産
財部門の有機的構成が消費財部門のそれよりも大きい時，生産財の転化価値は
価値より大きくなり，消費財の転化価値は価値より小さくなるO その際，生産
財が貨幣商品に選ばれているとすると消費財の資本の有機的構成は貨幣商品と
して選ばれた生産財の資本の有機的構成より低いのだから，消費財の価値価格
は，生産価格より大きくなる。それ故，この場合，どちらの方法をとっても商
品聞の価値と価格の関係は同じように示せる。けれども， n部門になると， ω
が示している様に，第一の方法によると，どの商品が貨幣商品に選ばれるかに
よって諸商品の価値と価格の関係は，異なってくる。何故なら，貨幣商品の資
本の有機的構成よりも大なるか小なるかによって価値以上，価値以下になって
しまうからである。これに対し，マルクスの採用している第二の方法にはその
ような欠点はなく，社会的平均構成よりも大なるか小なるかによって価値が価
格〈転化価値〉より小なるか大なるかは一義的に決定されることになるO
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